
○桜井市「癒やす観光」コンテンツ開発支援事業補助金交付要綱
令和５年８月31日告示第251号

桜井市「癒やす観光」コンテンツ開発支援事業補助金交付要綱
（趣旨）

第１条　市長は、持続可能な地域経済の活性化を目指し、市内への誘客を図るとともに市内の
周遊滞在化を促すため、新しい観光ニーズに対応した魅力ある観光コンテンツの造成を行う
事業者（以下「事業者」という。）に対して、観光コンテンツの開発又は磨き上げに必要な
経費の一部について、予算の範囲内において桜井市「癒やす観光」コンテンツ開発支援事業
補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付に関してはこの要綱の定
めるところによる。
（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ
る。
(１)　観光コンテンツ　本市の魅力ある地域資源を活用した、県内外から市内への観光客の
集客が見込まれる観光誘致イベント、ツアー、体験プログラム、飲食メニュー等をいう。
(２)　造成　前号に規定する観光コンテンツを企画し、実施することをいう。
（補助対象者）

第３条　補助金の交付対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次に掲げる者とす
る。
(１)　法人（役員を含む。）
(２)　個人事業者
(３)　次に掲げる要件をすべて満たす団体
ア　市内に事務所の所在地又は活動の拠点を有すること。
イ　一定の活動実績があり、又は事業を完遂できる見込みがあること。
ウ　一定の規約を有し、かつ、代表者が明らかであること。
エ　会計経理が明確であること。
オ　宗教活動を目的としないこと。
カ　政治活動を目的としないこと。
キ　特定の公職者（候補者を含む。）又は政党を推薦し、支持し、又は反対することを目
的としないこと。
ク　破産者で復権を得ない者に該当しないこと。

２　前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助対象者としない。
(１)　市税等を滞納している者
(２)　風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条の
規定に該当する営業を行う者
(３)　桜井市補助金交付規則（昭和46年８月桜井市規則第24号。）第５条第２項各号のいず
れかに該当する者
(４)　その他補助金の交付を受けることが適当でないと市長が認める者
（補助対象事業）

第４条　補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次の各号のいず
れかに該当する事業とする。
(１)　コロナ禍を経て変化した最新の旅行形態、観光ニーズ等に対応した魅力ある観光コン
テンツを新規開発する事業
(２)　既存の観光コンテンツについて、変化する旅行形態、観光ニーズ等に対応することに
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より、観光客の集客力が高まるよう磨き上げする事業
２　前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業は、補助対象事業としな
い。
(１)　物品の購入を主たる目的とする事業
(２)　従前からある観光コンテンツの細部の変更等、新規性に乏しい事業
(３)　政治活動又は宗教活動と認められる事業
(４)　公序良俗に反する事業
(５)　国、他の地方公共団体若しくはこれらに準ずる団体の補助金等又は本市の他の補助金
等の交付を受けている若しくは受ける予定がある事業
(６)　その他、補助金の交付が適当でないと市長が認める事業
（補助対象経費等）

第５条　補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）等については、別
表のとおりとする。

２　前項にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する経費は、補助対象経費としない。
(１)　消費税及び地方消費税
(２)　食糧費（会議等での弁当や茶菓・飲み物代、出演者等への賄い等）
(３)　実施主体における経常的な経費（事務所経費、職員の給与・旅費、保証金、敷金等）
(４)　補助金の交付申請書及び完了報告書の作成、送付等に係る経費
(５)　補助対象経費の申請・請求に係る証拠書類に不備がある経費
(６)　使途の特定が困難な経費（光熱水費等）
(７)　補助対象事業における資金調達に必要となった利子等
(８)　その他補助対象事業に直接必要となった経費として適当でないと市長が認める経費
（補助金の額）

第６条　補助金の上限額は、１事業につき400,000円とする。
２　補助対象事業において、自己資金及び本補助金以外に当該補助対象事業で得た収入（以下
「事業収入」という。）が発生する場合は、補助対象経費から事業収入額を控除した額と補
助対象経費の総額に３分の２を乗じて得た額とを比較し、少ない額を補助金の額とする。

３　算出した補助金の額に1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。
４　補助金の交付は、同一年度において、１補助対象事業につき１回とする。
（補助対象事業の実施期間）

第７条　補助対象事業の実施期間は、この要綱により補助金の交付決定を受けた日の属する年
度とする。
（交付の申請）

第８条　補助金の交付を受けようとする補助対象者（以下「申請者」という。）は、市長が指
定する日までに、桜井市「癒やす観光」コンテンツ開発支援事業補助金交付申請書（第１号
様式。以下「申請書」という。）に、次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければなら
ない。
(１)　事業実施計画書（第２号様式）
(２)　収支（予算・変更予算・決算）書（第３号様式）
(３)　誓約書兼同意書（第４号様式）
(４)　事業に係る経費に関する金額の妥当性を確認できる書類（見積書の写し等）
(５)　その他市長が必要と認める書類
（交付決定等）

第９条　市長は、前条の規定により提出があった事業について審査するものとする。
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２　補助事業の選考及び補助金の交付額の査定は、桜井市「癒やす観光」コンテンツ開発支援
事業補助金事業選定委員会が行い、市長は桜井市「癒やす観光」コンテンツ開発支援事業補
助金事業選定委員会の審査結果を尊重し、補助事業を採択し、補助金の交付決定をし、桜井
市「癒やす観光」コンテンツ開発支援事業補助金交付決定通知書（第５号様式。以下「交付
決定通知書」という。）により、補助金の不交付を決定したときは、桜井市「癒やす観光」
コンテンツ開発支援事業補助金不交付決定通知書（第６号様式）により、当該申請者に通知
するものとする。

３　前項の規定により交付決定を行う場合において、市長は、補助金交付の目的を達成するた
め必要があると認めるときは、条件（当該補助対象事業の完了後においても従うべき事項を
含む。）を付することができる。

４　市長は、申請書の審査において疑義が生じたときは、関係機関に問い合わせることができ
るものとし、指摘事項があるときは、申請者に対し、補正を求めることができる。
（事業の着手等）

第10条　補助対象事業は、前条の規定による交付決定が行われるまで着手してはならない。た
だし、補助対象事業の円滑な実施を図るため補助金の交付決定前に着手する必要があると認
められる場合は、この限りでない。

２　申請者は、前項ただし書の場合においては、桜井市「癒やす観光」コンテンツ開発支援事
業事前着手届（第７号様式）を市長に提出しなければならない。
（申請の取下げ）

第11条　第９条第２項の規定による交付の決定を受けた申請者（以下「補助事業者」とい
う。）は、当該通知に係る補助金の交付決定の内容又はこれに付された条件に不服があり、
補助金の交付の申請の取下げようとするときは、同項の規定による交付の決定を受けた日か
ら起算して15日以内に、その旨を記載した書面を市長に提出しなければならない。

２　前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付決定はな
かったものとみなす。
（事業内容の変更）

第12条　補助事業者は、補助対象事業を変更（次項に定める軽微な変更を除く。）しようとす
るときは、あらかじめ桜井市「癒やす観光」コンテンツ開発支援事業補助金変更申請書（第
８号様式。以下「変更申請書」という。）に次に掲げる書類を添えて市長に提出し、その承
認を受けなければならない。
(１)　事業計画書（第２号様式）
(２)　収支（予算・変更予算・決算）書（第３号様式）
(３)　変更の内容を確認することのできる書類
(４)　その他市長が必要と認める書類

２　前項の軽微な変更とは、補助金の目的及び補助事業の効果に影響を及ぼさないものとし、
かつ、補助対象経費の合計額の20％以内の増減とする。
（変更の決定）

第13条　市長は、前条の規定による変更申請書を受理したときは、当該書類の審査、現地調査
等により補助対象事業の趣旨及び内容の適正性を調査し、変更内容を承認した場合におい
て、補助金の額を変更する必要があるときは、補助金交付決定の変更を行うものとする。

２　市長は、前項の規定により補助金交付決定の変更をしたときは、交付決定通知書により、
補助対象者に通知するものとする。
（事業の中止又は廃止）

第14条　補助事業者は、補助対象事業を中止し、又は廃止しようとするときは、桜井市「癒や
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す観光」コンテンツ開発支援事業中止（廃止）承認申請書（第９号様式）を市長に提出し、
その承認を受けなければならない。

２　市長は、前項の申請に対し当該申請を承認すべきものと認めたときは、桜井市「癒やす観
光」コンテンツ開発支援事業中止（廃止）承認通知書（第10号様式）により、補助対象者に
通知するものとする。
（指示及び検査等）

第15条　市長は、必要があると認めるときは、補助事業者に対し、必要な指示をし、書類等の
検査をし、又は補助対象事業等の執行状況について実地検査をすることができる。
（遅延等の報告）

第16条　補助事業者は、補助対象事業が予定の期間内に完了する見込みがないとき又は補助対
象事業の遂行が困難となったときは、速やかに桜井市「癒やす観光」コンテンツ開発支援事
業遅延等報告書（第11号様式）を市長に提出し、その指示を受けなければならない。
（完了報告）

第17条　補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、市長が指定する日までに、桜井市
「癒やす観光」コンテンツ開発支援事業完了報告書（第12号様式。以下「完了報告書」とい
う。）に、次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。
(１)　収支（予算・変更予算・決算）書（第３号様式）
(２)　事業実績書（第13号様式）
(３)　補助金精算調書（第14号様式）
(４)　補助対象経費一覧表
(５)　補助対象経費を支払ったことを確認することのできる書類（領収書の写し、銀行への
振込明細書の写し等）
(６)　その他市長が必要と認める書類
（補助金の確定）

第18条　市長は、前条の規定による完了報告書の提出があったときは、提出された書類の審
査、実地調査等により、補助金の交付決定内容及びこれに付した条件に適合するか否かを確
認し、適合すると認めるときは、補助金の額を確定し、桜井市「癒やす観光」コンテンツ開
発支援事業補助金確定通知書（第15号様式）により、補助事業者に通知するものとする。
（是正のための措置）

第19条　市長は、前条の規定による提出書類の審査、実地調査等の結果、補助対象事業の成果
が補助金の交付決定内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、適合させるた
めの措置をとるべきことを当該補助事業者に対して命ずることができる。

２　前条の規定は、前項の規定による命令に従って行う補助対象事業について準用する。
（補助金の請求及び交付）

第20条　第18条の規定による通知を受けた補助事業者が補助金の交付を受けようとするとき
は、桜井市「癒やす観光」コンテンツ開発支援事業補助金請求書（第16号様式。以下「請求
書」という。）を市長に提出しなければならない。

２　市長は、前項の規定により請求を受けたとき、補助事業者に対し、速やかに補助金を交付
するものとする。
（補助金の概算払等）

第21条　市長は、第９条第２項により交付決定をした場合において、特に必要があると認める
ときは、補助金の全部又は一部について概算払をすることができる。

２　前項の規定により、補助事業者が補助金の概算払を受けようとするときは、請求書を、市
長に提出しなければならない。
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３　補助事業者は、補助金の概算払を受けたときは、第17条に規定する完了報告書の提出後、
速やかに精算しなければならない。
（交付決定等の取消し）

第22条　市長は、補助事業者からの補助対象事業の中止若しくは廃止の申請を承認したとき又
は補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金の交付決定若しくは
確定の全部又は一部を取り消すことができる。
(１)　虚偽その他不正の手段により補助金の交付決定又は交付を受けたとき。
(２)　補助金を補助対象事業以外の用途に使用したとき。
(３)　この要綱の規定に違反したとき。
(４)　補助金の交付の決定の内容若しくはこれに付した条件又は法令に違反したとき。
(５)　補助金の交付を受ける権利を第三者に譲渡し、又は担保に供したとき。
(６)　補助事業者の責めに帰すべき事業により、補助対象事業を期間内に完了できなかった
とき。
(７)　補助金の交付決定後生じた事情の変更等により、補助対象事業の全部又は一部を継続
する必要がなくなったとき
(８)　前各号に掲げる場合のほか、市長の指示に従わなかったとき。

２　前項の規定は、補助対象事業について交付すべき補助金の額の確定があった後において
も、同様とする。

３　市長は、第２項の規定に基づき補助金の交付決定を取り消したときは、桜井市「癒やす観
光」コンテンツ開発支援事業補助金取消通知書（第17号様式）により当該交付決定者に通知
するものとする。
（補助金の返還）

第23条　市長は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、すでにその額
を超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、返還を命ずるものとする。

２　市長は、前条の規定により、交付決定若しくは確定の全部又は一部を取り消した場合にお
いて、既に補助金が補助事業者に対し交付されているときは、期限を定めて、その全部又は
一部の返還を命ずるものとする。

３　前２項に規定する返還の命令は、桜井市「癒やす観光」コンテンツ開発支援事業補助金返
還命令書（第18号様式）により行うものとする。
（書類等の整備）

第24条　補助事業者は、補助対象事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収
入及び支出について証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を補助対象事業が完了
した日（補助対象事業の廃止の承認を受けた場合は、その承認を受けた日）から起算して５
年を経過した日の属する本市の会計年度の末日まで保存しておかなければならない。
（財産の管理）

第25条　補助事業者は、補助対象事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財
産等」という。）を補助対象事業の完了後においても善良なる管理者の注意をもって管理す
るとともに補助金の交付の目的に従ってその効率的な運用を図らなければならない。
（財産処分の制限）

第26条　補助事業者は、取得財産等用の増加した財産で市長が補助金の交付の目的を達成する
ために特に必要があると認めて定めるものを、市長の承認を受けないで、補助金の交付の目
的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。ただし、減
価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）の別表第１及び第２に定
める年数を経過した場合は、この限りでない。
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（その他）
第27条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。

附　則
この要綱は、公布の日から施行する。

別表（第５条関係）

対象経費

（補助対象事業の実施に直接必要な経 区分 内容
費として明確に区分できるものに限
る。）

専門家・アドバイザー、出演者等（補
謝金 助事業者及びその構成員に対する謝金

は除く。）への謝礼

専門家・アドバイザ－、出演者等（補
助事業者及びその構成員を除く。）の
移動に要する運賃（公共交通機関によ旅費 らないタクシー代、レンタカー代、高
速道路料金、駐車場料金、ガソリン代
等は除く。）及び宿泊費

単価20,000円未満の事務用品、イベン
消耗品費及 ト時に使用する消耗品等の購入に係る

経費、材料費、料理等体験教室の食材び原材料費
等

通信運搬費 郵送・運搬に係る経費

各種広報媒体（インターネット、雑
誌、パンフレット、メディア、ＳＮＳ

広告宣伝費 等）への掲載に係る経費、ホームペー
(１)観光コンテンツの造成に係る経費 ジ運営及び改修等に係る経費、ポス
(２)観光コンテンツの造成に必要とな ター・チラシ等の印刷製本に係る経費
る備品及び設備の導入等に係る経費

参加者等の傷害・賠償保険等に係る経(３)プロモーションに係る経費 保険料 費

補助対象者が直接実施できないもの
（特殊な技術又は設備若しくは専門的委託料 知識を必要とするもの）について、他
の事業者に委託するために必要な経費

使用料及び 会場、機材等の使用及び賃借に係る経
賃借料 費

単価20,000円以上100,000円未満の備
品（消耗品を除く。）の購入に要する
経費備品購入費
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※使用耐用年数がおおむね１年以上の
ものとし、パソコン、プリンター等汎
用性があるものを除く

上記以外で、補助対象事業の実施に密
接に関連し、直接的かつ必要不可欠とその他経費 市長が認めるもの市長が必要と認める
経費
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第１号様式（第８条関係）
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第２号様式（第８条・第12条関係）
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第３号様式（第８条・第12条・第17条関係）
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第４号様式（第８条関係）
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第５号様式（第９条・第13条関係）
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第６号様式（第９条関係）
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第７号様式（第10条関係）
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第８号様式（第12条関係）
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第９号様式（第14条関係）
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第10号様式（第14条関係）
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第11号様式（第16条関係）
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第12号様式（第17条関係）
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第13号様式（第17条関係）
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第14号様式（第17条関係）
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第15号様式（第18条関係）
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第16号様式（第20条・第21条関係）
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第17号様式（第22条関係）
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第18号様式（第23条関係）
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